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GDP:     
4,901   billion US $       第3位
38,492 US $ per capita        第23位 (国民一人当たり)

低い生産性低い生産性 World ranking (2013)
(Calculated from World Development

Indicators database, World Bank)

エネルギー・食料の海外依存エネルギー・食料の海外依存
エネルギー自給率 4%
食料自給率 40% 

急激な少子高齢化の進展急激な少子高齢化の進展
人口 1億2700万人
65歳以上 25% (2014年) 30% (2025年予想)

日本国内の現状と課題日本国内の現状と課題
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「平成26年上半期中 国際収支状況（速報）の概要」(財務省HPより)

経常収支赤字時代の到来か経常収支赤字時代の到来か
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研究開発・ものづくりの
新しいパラダイム

3

知の統合

情報科学技術の活用

人材育成



「認識科学」と「設計科学」における知の統合と連携
提言：知の統合 -社会のための科学に向けて- 日本学術会議提言(2007)

第二種基礎研究
特定の経済的社会的な必要性（ニーズ）のために、既に確立された複数の

理論（法則、原理、定理など）を組み合わせ、観察、実験、理論計算を繰り
返し、その手法と結果に規則性や普遍性のある知見および目的を実現する具
体的道筋を導き出す研究 （産総研 吉川弘之)

「知の統合」の課題設定モデル
社会的期待と科学技術の「邂逅」による領域統合、役割り連携を含み、イノベー
ションにつながる研究課題の構成 （JST研究開発戦略センター 吉川弘之）

「知の統合」の道具としての横幹科学技術
シミュレーション、制御、モデル化、設計論、最適化、統計科学、計算科学、
マネジメント （横断型基幹科学技術研究団体連合 木村英紀）

知の統合
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システム、サービス指向の研究開発の方法論
分野俯瞰/ビジネス検討/システム要件から出発
技術の統合化をベースとして、システム研究、実現化技術研究、

基礎研究の包括的取り組み
異なる学問領域、専門分野を超えた知の統合

産学官の研究者、市民に開かれたオープンイノベーションハブ
ハブ拠点として、革新技術、基盤技術を蓄積
世界に開放

大学・研究機関を中核としたイノベーションハブ

統合化システム研究

Multidisciplinary/Transdisciplinary人材の育成

プロジェクトマネージャ(PM)、起業人材の育成
システム化/実現化技術を担う研究者の育成

人材育成
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システム・サービス指向研究開発
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基礎研究成果B基礎研究成果A

システム構築

実現化技術成果B
基礎研究成果の実現化技術
(技術移管、異分野融合

→連携/PoC)

実現化技術成果のシステム化
(システム構築

→共同/プロトタイプ)

市場
ニーズ

市場ニーズから、基礎研究/実現
化技術開発/システム化をドライブ
する

システム化

実現化技術基盤

知識基盤

実現化技術成果A



1970-1990年代の大型プロジェクト
（通商産業省）

キャッチアップからフロントランナーへ
新しい国家基幹産業の創出
産官集中研究所方式（一部）、企業内分散研
同業企業が垣根を越えて参画

集中研究所実施例：
・超LSI技術研究組合（超LSI共同研究所）(1970-1980)
・光技術応用システム技術研究組合 (1979-1985)
・太陽光発電技術研究組合 (1980-2000)
・ファインセラミックス技術研究組合 (1981-1992)
・技術研究組合オングストローム研究機構（1992-2001)
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センター・オブ・イノベーション(COI)プログラム

少子高齢化先進国としての持続性確保

Smart Life Care, Ageless Society

少子高齢化先進国としての持続性確保

Smart Life Care, Ageless Society

豊かな生活環境の構築
（繁栄し、尊敬される国へ）Smart Japan

豊かな生活環境の構築
（繁栄し、尊敬される国へ）Smart Japan

活気ある持続可能な
（Active Sustainability）社会の構築

活気ある持続可能な
（Active Sustainability）社会の構築

COI STREAM

少子高齢化先進国としての持続性確保

豊かな生活環境の構築
（繁栄し、尊敬される国へ）Smart Japan

活気ある持続可能な
（Active Sustainability）社会の構築

人が
変わる

社会が
変わる

10年後の社会ビジョン

豊かな生活環境の構築 （繁栄し、尊敬される国へ） Smart Japan

活気ある持続可能な(Active Sustainability)社会の構築

ビジョン1

ビジョン2

ビジョン3

少子高齢化先進国としての持続性確保 Smart Life Care, Ageless Society Society
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各国の取り組み

ERCがプリコンペティティブな段階の研究開発を大学主体で実施（そ
れ以降は企業が継続）としているのに対し、COIは社会実装を強く出
しており事業化を見据えた研究開発を産学連携により実施。

ERCの企業参加は会員として会費を支払い、情報共有及び企業からの
提案を行うレベルであり、リーダも研究者。COIでは拠点のリーダは
企業出身者であり、企業から資金・設備等の提供及び研究者派遣等を
行い、実装に向けて積極的に研究をリードする。

ERCのバックキャストのスキームを導入

N
o

項目 NSF/ERC (米国)
IfM /IMRC

(英国ケンブリッジ大学)
Global Systems Science 

(EU Horizon 2020)
COI (日本)

1 設立 1985年 1998年 2013年 2013年

2 目標

• アメリカ企業の国際競争
力向上

• 産業界、製造業へイノ
ベーションを与えられる学
生数増大

• 成果に基づく人材育成

• ものづくりのイノ
ベーションを指向

• 巨大な社会シス
テム(グローバル
都市システム等)
の構築

• 国が設定したビジョ
ンに資するイノベー
ション創出

• 社会実装が前面

3 理念

• 戦略計画に基づき、基礎
研究、実現化技術を互い
に融合しながら推進

• 産学連携による研究開発
が前提

• 研究と教育の統合
的な推進

• 産業界との密なコ
ミュニケーション/連
携

• システム構築、
データ/モデル/
社会戦略の統合
を重要視。

• 複雑系科学、ネッ
トワーク科学等を
活用。

• ビジョン主導型の
チャレンジングな研
究開発を産学連携

4
統合化
手法

• システム化/実現化/基礎
研究の3層構造が柱

• システムからのトップダウ
ンで開始。

• 各層における障害を事前
に明確化。

• IMRCは、各技術
分野を横断的に
連携するセンター

• 経営/科学技術/
政策の知見を融
合

• ICTのツールの
活用

• 研究者とステイ
クホルダとの緊
密な連携

• ロードマップを使い、
社会実装のイメー
ジ（統合化）実現を
目指し、包括的に
研究テーマを検討
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青色発光ダイオード （赤﨑勇、天野浩、中村修二）

垂直磁気記録方式 （岩崎俊一）

リチウムイオン電池 （吉野彰）

レーザーイオン化質量分析技術 （田中耕一）

不斉合成反応 （野依良治）

クロスカップリング反応 （根岸英一、鈴木章）

Erドープファイバー増幅器 （中沢正隆）

TMR（MgO) （宮崎照宣、湯浅新治)

ネオジム磁石 （佐川眞人）

ロボットスーツ （山海嘉之）

透明酸化物半導体 IGZO （細野秀雄）

iPS細胞 （山中伸弥）

肺ガン治療薬 （間野博行）
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元素戦略
我が国発のコンセプト：現在は世界の共通言語に

2004年 東京大学 中村栄一教授が命名（CRDS箱根WS）
「戦略」：なぜ国としてこれを行うのか?

「研究者が結集して新しい社会をつくろう」

中村栄一：化学と工業（2012年1月）より

結集 → 異分野融合や連携

ビジョン（歴史観・世界観・社会観、あるいは物質観）、
研究開発システム（拠点＆ネットワークによるエコシステ
ム）、グローバル化が調和する好事例

政策主導で、学会や研究者コミュニティが呼応

政策は研究者の手に渡った、実行（研究成果）あるのみ

卓越した成果は、新しい政策を生み出す：PDCAサイクル
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元素戦略における分野間連携

元素戦略（国家として取り組む価値）減量戦略 代替戦略
循環戦略 規制戦略

資源・エネルギー戦略
知財戦略 外交戦略

物理化学金属セラミックス

「死の谷」を
ともに超える

政策的誘導
（府省の垣根を越えて連携する）

どのような特性を
必要とするのか

戦略

戦術

戦術

オンリーワン
ナンバーワン
のノウハウ
やアイデア

基礎基盤的な研究開発（分野間で連携する）

イノベーションへ向けた研究開発
（基礎基盤的成果の加速・深化のために産と学とが連携する）

産業化へ向けた研究開発
（システム化に向けて異業種が連携する／すり合わせの技術）

分野の壁を越える
（他流試合に挑む）
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「元素戦略」で促進する拠点&ネットワーク

元素戦略運営統括会議（ガバニングボード） 関連する学会・産業界を代表する有識者

◆文科省 元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型＞ ◆経産省 関係プロジェクト

◆文科省 東北発 素材技術先導プロジェクト

◆科学技術振興機構

文科省 ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑKEK-PF

磁石材料
拠点設置機関：NIMS

代表者： 広沢哲

電子材料
拠点設置機関：東京工業大学

代表者： 細野秀雄

触媒・電池材料
拠点設置機関：京都大学

代表者： 田中庸裕

構造材料
拠点設置機関：京都大学

代表者： 田中功

・ジスプロシウム等のレアアースを使用しない
高性能モーター

・二酸化炭素を原料化する基幹化学品製造
プロセス 等

CREST
（チーム型）
PO：玉尾皓平

産学共創（金属ヘテロ構造制御）
PO： 加藤雅治

産学共創（高性能磁石）
PO： 福永博俊

さきがけ
（個人型）

PO：細野秀雄

日本-EU共同（希少元素代替材）
PO： 黒田一幸

J-PARC
中性子・ミュオン

SPring-8／SACLA
X線自由電子レーザー

京スパコン

計算物質科学ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ

◆最先端
共用施設
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ナノ・エレクトロニクス（CREST・さきがけ）

NEMS

スピントロニクス

メタマテリアル
バイオ親和性フォトニクス

三次元集積

非接触無線

Steep-Sデバイス

新原理ストレージ

光接続・配線

酸化物材料
高透磁率材料

高誘電率材料

センサーエネルギーハーベスタ

アクチュエータ

テラヘルツ

パワエレ・デバイス

Many-core

オンチップ電源
大面積エレクトロニクス

高耐圧

Storage-class

耐環境デバイス

Secure hardware

無線給電

DiamondGaN

化合物半導体
有機材料

アナデジ混載

耐ばらつき More-than-Moore

Si

イメージャ

マイクロ・キューブレ
イ
ヤ
ー

サステナブル

超高周波配線

Beyond CMOS

アプリ／サービス

レイヤー連携で低電力・新機能のイノベーションを

Bio-inspired Plarformization

ナノ材料

ナノデバイス

アーキテクチャ／システム

回路／実装

System on a film

Analog processor
Brain-Machine Interface

Compressed sensing

バイタル測定

Deep learning

Constructive interference

物理空間
指向

仮想空間
指向

Reconfigurable

低電力無線

インターフェイス

超高周波容量

14東京大学桜井貴康教授のご厚意による

SiC

超低電圧回路

Medical
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データ駆動型研究開発に向けた国際動向

【政策的な動き】
G8サミット オープンデータ憲章 2013年6月
G8科学大臣・アカデミー会長会合共同声明 （研究データのオープン化）2013年6月
ファンディング機関長会合 （研究データのシェアリングを議論）2014年10月
OECDグローバルフォーラム（データ駆動型イノベーションについて議論） 2014年10月

【研究コミュニティの動き】
Research Data Alliance 研究者によるボトムアップでデータ共有を議論する場
ICSU-WDSやCODATA 研究データのオープン化、シェアリング方法を模索

ビッグデータ時代に対して、欧米諸国ではデータを最大限活用し、
研究開発効率化・新産業創出促進などの動きが活発化
日本ではまだデータ駆動型科学の意識が低く、欧米諸国の動きに
追従しないでいると、研究開発活動及び産業振興における国際競
争において不利益を被る可能性がある

データ駆動型科学では、従来の計算シミュレーションで法則を見いだす方
法から、ビッグデータを連携・高度解析・意味抽出することにより新たな知
の発見を促すことを可能にする



データ駆動科学
医療・創薬 地球環境（気候、水循環等）

［目的］灌漑、洪水や浸水・氾濫等の予測
［対象］気候、水循環等に関する大量で、多種・
多様なデータ

・ DIAS・地球環境情報統融合プログラム

［目的］疾病発現機構の解明、
個別化予防・医療
［対象］次世代シーケンサー等か
ら産出されるデータ、ゲノムコホート
研究のような大規模プロジェクトか
ら出てくるパーソナルゲノム、代謝物
等の生化学情報、MRI やX 線
CT 等による画像データなど

食糧（農業・水産業）

・インフラ維持管理・更新・マネジメント技術 （内閣府SIP）
・レジリエントな防災・減災機能の強化 （リアルタイムな
災害情報の共有と利活用）（内閣府SIP）

社会インフラ（防災・減災）

［目的］事故予防。
保全によるインフラのラ
イフサイクルコストの最
小化
［対象］路面・橋
梁・地下構造物などの
大規模センシングデー
タ

材料
［目的］生産量や品
質・安全性を向上。
適切な生産管理（最
適な施肥量や作業時
期）・食卓までのトレー
サビリティの実現。
［対象］気温、日射
量、土壌水分、施肥
量など環境データと収
量データ

大規模HEMS情報基盤整備事業
（経済産業省）

エネルギー
［目的］全体として省エネ・ピークカット
を実現。ピークをずらす、ピークを抑える
等の制御を、需要家ごとのニーズに応じ
て無理なく実施。
［対象］ＨＥＭＳデータ

（出典）総務省「ICTの進化がもた

らす社会へのインパクトに関す
る調査研究」（2014）

宇宙・天文
［目的］あらたな
天 文学上の発見
［対象］世界中の
天文データをひとつ
の巨大な仮想デー
タベースとしてアクセ
ス可能にする、
ヴァーチャル天文台
国際プロジェクトを
2002年より開始。

• 創薬等支援技術基盤プラットフォーム（文部科学省）
• 東北メディカル・メガバンク（文部科学省）
• バイオサイエンスデータベースセンター(NBDC）

ダークマター分布

［目的］物質・材料の高効率な探索
（予測）と機能の発現機構の解明
［対象］化学組成、結晶構造、物性値、
組織構造など

データサイエンティスト、インフォマティシャンの育成とキャリアパスの整備

• MatNavi（NIMS）

データ利活用（収集・統合・分析）のモデル構築、ルール整備

知の共有のための情報基盤（クラウドコンピューティング・クラウドソーシング・DB）
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背景
扱う物質・材料の種類（元素の種類や組合せ）、パラメータなどが複雑化
科学技術のグローバル化によって、研究開発のスピードが加速
計算機（計算科学、データ科学）の短期間での大幅な進展
有機、無機、金属などの分野でなく、機能に基づく材料開発への要求が増大

目的
発見：特定の機能をもつ物質・材料の高効率な探索（予測）
理解：組成／構造／組織および物性／特性の相関から機能発現の指導原理の解明
設計：無機・金属、有機・高分子など分野の縦割りでない、機能に基づく材料設計

推進策
材料合成、先端計測、理論・計算、データ解析の４手法をフル活用した研究開発

マテリアルズ・インフォマティクス
多様で膨大なデータを駆使して物質機能の理解、ハイスループットな材料開発を支援

正極材料LiFePO4の３種類の陽イオンを他
の元素で置換した2000の計算を実施。サイ
クル寿命の記述子として、結晶の体積変化
に着目し、スクリーニング。新たに発見・開発
したLi(Fe1-xZrx)(P1-2xSi2x)O4は、従来
品に比べておよそ6倍のサイクル寿命。（京
大、A社）

適用例
膨大な元素の種類・組合せから
高機能物質を発見！
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マテリアルズ・インフォマティクス
多様で膨大なデータを駆使して物質機能の理解、ハイスループットな材料開発を支援

海外動向

Creative Materials Discovery Project
韓国の計画

Material Genome Initiative

米国：Material Genome Initiative

-2011年に提唱、材料開発の短期化・低コスト化に向けデータ
の重要性に着目

欧州：Computational Materials Engineering

-マルチスケール計算材料科学の確立（シミュレーションに特化）

中国：China MGI（中国版Material Genome Initiative)

-中国科学院・中国工学院が連携して着手

韓国：Creative Materials Discovery Project

－2015年からを10年計画で立上げ予定



研究開発・ものづくりの
新しいパラダイム
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知の統合
・統合型研究開発、3階層モデル

・研究者の協働、科学と社会/市民の共創

・オープンハブ

情報科学技術
・モデリング＆シミュレーション、データ駆動型科学

・実社会とサイバー空間の統合

・情報基盤（DB、知のコンピューティング、IoT）

人材育成
・Multidisciplinary/Transdisciplinary人材の育成

・プログラム・マネジメント人材、起業人材の育成

・システム化/実現化技術を担う研究者の実践的育成



ご清聴ありがとうございました

中村 道治
独立行政法人科学技術振興機構 理事長


